
　学生・生徒等の自殺者数について、平成19
年以降の年次推移では、23年が1,026人と最
も多かったが、26年では866人となっている。
ここ３年は減少傾向にある（第４-１図）。内
訳をみていくと、平成26年において、小学生

は17人、中学生は99人、高校生は213人となっ
ている。大学生は428人、専修学校生等は109
人となっている（第４-２図）。約半数は大学
生となっている。

４　学生・生徒等の自殺をめぐる状況

資料：警察庁「自殺統計」より内閣府作成

第4-1図　平成19年以降における、学生・生徒等の自殺者数の推移
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資料：警察庁「自殺統計」より内閣府作成

第4-2図　平成26年中の学生・生徒等の自殺者数
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⑴�　小学生、中学生、高校生の自殺をめ
ぐる状況

（小学生・中学生の自殺は家庭生活、学校生活に起
因するものが多い）
　小学生の原因・動機についてみると、男子、
女子とも「家族からのしつけ・叱責」の比率
が高く、男子では50％を超える。一方、女子
では、「家族からのしつけ・叱責」に加え、「親
子関係の不和」の比率も高い。男子、女子と
も、「その他学友との不和」、「いじめ」等、
学校生活に起因する原因・動機の比率は、「家
族からのしつけ・叱責」、「親子関係の不和」
といった家庭生活に起因する原因・動機より
低くなっている（第４-３図）。
　中学生の原因・動機をみると、男子に関し
ては、小学生の自殺では上位には挙げられて
こなかった「学業不振」の比率が高くなって
いる。「いじめ」の比率も小学生時に比べて
高くなっている。また、「家族からのしつけ・
叱責」や「親子関係の不和」といった家庭生
活に起因するものの比率も高い。

　一方、女子に関しては、「その他学友との
不和」、「親子関係の不和」、「学校問題その他」、
「学業不振」、「いじめ」といった学校生活、
家庭生活に起因する原因・動機の比率が高い。
「いじめ」の比率は小学生時と比べて低くなっ
ている。また、「学業不振」の比率は、男子
に比べて低い。

（高校生の自殺者の原因・動機は、「学業不振」、「そ
の他進路に関する悩み」、「うつ病」が多い）
　高校生の原因・動機をみてみると、男子で
は、「学業不振」や「その他進路に関する悩み」
や「うつ病」といった原因・動機の比率が高
い。進学や就職に向けた不安や、勉強の厳し
さへの悩みがうかがわれる。また、青年期に
差し掛かることで、「失恋」も原因・動機に
挙がってくる（第４-４図）。
　一方、女子に関しては、「うつ病」、「その
他の精神疾患」、「統合失調症」の比率が高い。
男子同様、「その他進路に関する悩み」の比
率も高く、将来への不安への悩みがうかがわ

第4-3図　小学生、中学生における原因・動機の比率
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　 注：nは原因・動機特定者の人数を示す。� 資料：警察庁「自殺統計」より内閣府作成
　 注：点線は比率の順序に隔たりがあることを示す。
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れる。
　なお、小学生や中学生の自殺で顕著にみら
れた家庭生活に起因する原因・動機の比率は
低くなっている。

（学校、家庭、地域が連携して対策を行うことが重要）
　小・中学生の自殺状況は、家庭生活に起因
する自殺が多いことから、家庭における子供
への接し方等に配慮していくことが重要であ
ることがうかがわれる。学校や地域、家庭が
連携して、保護者に対して、子供への接し方
の重要性を認識するよう促していくことが課
題となる。例えば、保護者向けに、地域の保
健所等において専門家による児童生徒等の心
理等に関する講座等を行うこともその方策と
考えられる。
　小・中学生の自殺者においては学校生活に
起因する自殺も少なくない。高校生において
は、学校生活、特に学業や進路といった将来
に対する不安に起因するものが原因・動機に
挙げられている。児童生徒が、自殺に追い込
まれることがないよう、まずは学校における

心の健康づくりを推進することが肝要であ
る。そのために、教育相談担当者や養護教諭
が中心となり、児童生徒の日常の生活状況や
心身の問題について理解を深めていくことが
重要であり、児童生徒の心理に関して高度な
知識や経験を有するスクールカウンセラーを
活用することも有効である。また、いじめを
直接的な原因・動機とする自殺はあまり多く
ないが、いじめは決して許されないことであ
り、いじめの問題については、その兆候をい
ち早く把握し、迅速に対応すること、学校だ
けでなく、関係機関が緊密に連携して、児童
生徒一人ひとりに対するきめ細かな支援を行
うことが必要である。
　高校生においては、学業や進路に関する悩
みに対して、進路指導等におけるきめ細やか
なケアもさることながら、生徒自身が、現実
の受け取り方やものの見方を柔軟なバランス
の良いものに変えていくといった対処法を身
につけることも重要である。
　なお、女子高校生の自殺者においては、「う
つ病」、「その他の精神疾患」、「統合失調症」

　 注：nは原因・動機特定者の人数を示す。� 資料：警察庁「自殺統計」より内閣府作成
　 注：点線は比率の順序に隔たりがあることを示す。

第4-4図　高校生における原因・動機の比率
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の原因・動機が多い。これらの原因・動機は、
医師の診断がある場合に限り計上することと
しているため、彼女らが医師の診断にかかっ
ていたことを意味するものである。この点に
おいて、「うつ病」、「その他の精神疾患」、「統
合失調症」といった原因・動機の自殺者を減
らしていくためには、医師による適切な精神
科治療を続けていくとともに、家庭や学校に
おいても精神保健の知見を踏まえた適切なサ
ポートを行うことが重要である。
　具体的な取組としては、自殺予防への対応
を高めるため、教職員向けのゲートキーパー
研修等を行うことが考えられる。児童生徒に
対しては、児童生徒自身が、困難やストレス
を適切に対処できる方法を身につけるための
教育プログラム等の実施も考えられる。子供
の頃から問題の整理とその対処方法を見つけ
る思考を養うことは、将来、直面するであろ
う問題や困難に対処する力を身につけること
にもつながると考えられる。地域で活動する
精神科医や保健師等による児童生徒向けの出
張講座を開くなど、地域における専門家の知
見を活用することも重要である31。
　なお、養育者がメンタルヘルスの問題を抱
えている場合には、家庭は子供に対して、十
分な保護的機能を発揮することができない場
合も少なく、結果、学校における子供の不適
応やいじめ被害に適切に対応できないだけで
なく、養育放棄や虐待等の問題も発生しやす
いとの専門家からの指摘32や、「学校でも家
庭でもサポートが得られない状況に、自殺し
た子供が置かれていた事例がある」という指
摘33もある。このようなケースにおいては、
特に、学校での対応だけでは限界がある場合
も少なくないと考えられる。児童生徒の動向
を注意深く見守りながら、児童相談所や保健
所等の地域の関係機関との連携を進めるな
ど、学校や地域が一体となって対応していく

ことが重要である。

（18歳以下の自殺は、学校の休み明けに多い傾向が
ある）
　これまでにみてきたように、児童生徒の自
殺を防ぐためには、学校や家庭、地域におい
ての対応や連携が重要であるが、自殺が起こ
りやすい時期が事前に予想できるのであれ
ば、その時期に集中的な対応を行うことで一
層の効果が期待できると考えられる。
　18歳以下の自殺者において、過去約40年間
の日別自殺者数をみると、夏休み明けの９月
１日に最も自殺者数が多くなっているほか、
春休みやゴールデンウィーク等の連休等、学
校の長期休業明け直後に自殺者が増える傾向
があることがわかる（第４-５図）。学校の長
期休業の休み明けの直後は、児童生徒にとっ
て生活環境等が大きくかわる契機になりやす
く、大きなプレッシャーや精神的動揺が生じ
やすいと考えられる。このような時期に着目
し、彼らの変化を把握し、学校や地域、ある
いは家庭において、児童生徒への見守りの強
化や、児童生徒向けの相談や講演等の対応を
集中的に行うことは効果的であろう。

（10歳代前半の自殺は、他の年齢に比べて事前に予
兆がないことが多い）
　自殺の原因・動機に関する判断資料を残し
ていない比率をみると、特に10歳代前半の自
殺者において高くなっている（第４-６図）。
また自殺者における未遂の比率をみても（48
ページ第１-16図参照）、10歳代半ばまでは未
遂歴のない場合が多い。こうした事実に示さ
れているように、周囲に事前の予兆を感じさ
せることなく既遂に至ることから、児童生徒
の自殺は突発的であると受け止められること
がある。
　家庭や学校においては、子供の行動の微妙

31	 �学校における自殺予防教育の取組については、116ページコラム４参照。
32	 �「若年者の自殺対策のあり方に関する報告書」（科学的根拠に基づく自殺予防総合対策推進コンソーシアム準備

会　若年者の自殺対策のあり方に関するワーキンググループ、平成27年３月）
33	 �「子供の自殺等の実態分析」（文部科学省　児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議、平成26年７月）
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資料：厚生労働省「人口動態調査」の調査票情報の独自集計

第4-5図　18歳以下の日別自殺者数
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資料：警察庁「自殺統計」より内閣府作成

第4-6図　平成19～26年中の自殺の原因・動機に関する判断資料なしの比率
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な変化を見逃さずにきめ細やかな対応を行う
ことに努めることももちろん重要ではある
が、子供自らが周囲に悩みを打ち明けやすい
環境を作っていくことが一層重要になると考
えられる。まずは、一人で抱え込むのではな
く、悩みを相談できる場や機会があることを、
しっかりと子供に周知していくことが重要で
ある。単に周知するだけでなく、それを利用
するよう、促すような工夫も重要である。
　子供向けの相談会や電話相談があることを
印象づけるために、例えば、子供にとって関
心を持ちやすい企画と併せて、相談窓口や電
話相談の周知を図った取組34等も参考になると
考えられる。あるいは、学校等において、地
域の精神保健の専門家による児童生徒向けの
講演等を行うことも考えられる。相談までの
心理的な障壁をうまく下げるような工夫が重
要であろう。

⑵�　大学生・専修学校生等の自殺をめぐ
る状況

　大学生の原因・動機をみると、男性におい
ては、「学業不振」、「その他進路に関する悩
み」、「うつ病」、「就職失敗」の比率が高い。
自分の将来の進路、就職、それらに大きな影
響を与える学業を悩みとするものになってい
る。専修学校生等の男性の自殺者においても
男性の大学生と同じ傾向である（第４-７図）。
　平成26年の全年齢の完全失業率35が3.6であ
るのに対して、15歳～24歳の年齢階級での完
全失業率は6.3であるように、若者の就職をめ
ぐる環境が依然厳しい中で、就職や進路が大
きなプレッシャーになっていることがうかがわ
れる。
　女性の大学生や専修学校生等の自殺の原
因・動機をみると、大学生と専修学校生等と
では、その両者には大きな違いはない。男性
の大学生や専修学校生等と比較すると、「う

　 注：nは原因・動機特定者の人数を示す。� 資料：警察庁「自殺統計」より内閣府作成

第4-7図　大学生、専修学校生等における原因・動機の比率
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34	 �名古屋市では、心の健康をテーマとしたマンガコンテストと併せて子供向けに相談機関を周知するイベントを
開催している（144ページ コラム12参照）。

35	 総務省「労働力調査（基本集計）」（平成26年平均）
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つ病」が高くなっている一方、「学業不振」、
「その他進路に関する悩み」、「就職失敗」は
低くなっている。
　景気の変動に伴い就職状況が厳しくなった
り、あるいは競争の中で、学業の成績や就職
が期待したものにならなかったりすること
は、学生の努力だけでは避けがたい面がある。
重要なのは、このような厳しい状況におかれ
たとしても、心の持ちようをいかに維持して
いくかであると考える。例えば、地域や自治
体と連携して、大学や専修学校においても、
困難やストレスへの対処方法に関する講習会
や精神保健の専門家による相談会等を開催す
ることは有効であると考えられる。先にも述
べたとおり、つらいときの現実の受け取り方
やものの見方を柔軟なバランスの良いものに
変えていくような考え方を学ぶことで、問題

の整理や対処方針を身に着けることができれ
ば、その後の社会人として直面する問題にも
対処する力を身につけることにもつながると
考えられる。
　また、高校生までとは違い、大学生等にな
ると、教職員が学生一人ひとりを見守ってい
くのには限界がある。大学生や専修学校の学
生自身が周りの友人や先輩、後輩の変化に気
づき、つなぎ、見守るという仕組みが大切に
なろう。例えば、地域によっては、地域の大
学を会場に大学生のためのゲートキーパー養
成研修等を行っている例もある36。大学生自
らがゲートキーパーとして自殺対策に参加す
ることで、彼らの実態や関心に即した対応が
できるようになるほか、身近な問題として自
殺対策について知り、考える機会になると考
えられる。

36	 �高知県は、県内大学のキャンパス内で学生を対象にゲートキーパー養成研修を開催している（119ページ コラ
ム５参照）。
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